
　
 

（ 単位：円 ） 

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

１ 現金及び預金 １ 買掛金

２ 売掛金 ２ 未払金

３ ３ 未払費用

４ 製品 ４ 未払法人税等

５ 原材料 ５ 未払消費税

６ 仕掛品 ６ 預り金

７ 貯蔵品 流動負債合計

８ 未収入金

９ 立替金

１０ 預け金

１１ 前払費用 Ⅱ

流動資産合計 １ 退職給付引当金

固定負債合計

Ⅱ

１ 有形固定資産

(1) 建物

(2) 構築物 　

(3) 機械及び装置 Ⅰ 株主資本

(4) 車両及び運搬具 １ 資本金

(5) 工具器具及び備品

(6) 土地 ２ 資本剰余金

有形固定資産合計 (1) 資本準備金

資本剰余金合計

２ 無形固定資産

(1) ソフトウエア ３ 利益剰余金

無形固定資産合計 (1) その他利益剰余金

繰越利益剰余金

３ 投資その他の資産 (うち当期純利益) ( )

(1) 関係会社株式 利益剰余金合計

(2) 出資金

(3) 差入保証金 株主資本合計

(4) 敷金

投資その他の資産合計

固定資産合計

貸  借  対  照  表
（ ２０２０年１２月３１日現在 ）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

479,725,554 205,656,691

518,156,441 106,367,000

22,437

商品 12,900,480 177,928,129

565,019,511 2,290,000

123,397,439 55,679,900

77,074,170 16,491,108

12,712,433 564,412,828

29,435,591

100,012,830

129,800 固定負債 　

1,918,586,686 23,577,246

1,465,337,791 2,757,906,989

23,577,246

固定資産

負債合計 587,990,074

737,726,250

89,566,928 （純資産の部）

515,249,238

5,227,121 100,000,000

14,452,561

103,115,693

2,757,906,989

38,000

38,000

△ 55,985,086

△ 55,985,0865,000,000

資産合計 3,389,911,977 負債純資産合計 3,389,911,977

37,082,700

10,000

2,801,921,90320,000

919,500

5,949,500

1,471,325,291 純資産合計 2,801,921,903



個 　別 　注 　記 　表

（２０２０年１月１日から２０２０年１２月３１日まで ）

　

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　・・・　総平均法に基づく原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品　・・・　総平均法に基づく原価法

貯蔵品　・・・　最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

     　　建物　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　定額法

     　　建物以外の有形固定資産　・・・・・・・・・・・　定率法
　　　　　　　ただし、２０１６年４月１日以降に取得した構築物については定額法を採用しております。

  　　 　　　　 　　　　（ 主な資産の耐用年数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　建物　　　　　　　　３～38年

　　　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　８～10年

②無形固定資産 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 定額法

       　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

        おります。

３.引当金の計上基準

①退職給付引当金

 　 　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

　 　 計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　　　（１）退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

　　　　給付算定式基準によっております。

　　　（２）数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（13年）

　　　　による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

①消費税等の会計処理 

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ． 株主資本等変動計算書に関する注記

1.当該事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００株

２. 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

３. 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　該当事項はありません。

　

Ⅲ．その他の注記

　　　該当事項はありません。


